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基 発 0 8 0 9 第 １ 号 

平 成 30年 ８ 月 ９ 日 

 

都道府県労働局長  殿 

  

厚生労働省労働基準局長 

     （ 公 印 省 略 ） 

 

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行について 

 

 労働安全衛生規則の一部を改正する省令（平成30年厚生労働省令第108号）につい

ては、平成30年８月９日に公布され、同日より施行されたところである。 

改正内容は下記のとおりであるので、関係者へ周知を図る等、その施行に遺漏な

きを期されたい。 

  

記 

 

１ 改正の概要（労働安全衛生規則第52条の10関係） 

 今般、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第66条の10第１項に規定する心

理的な負担の程度を把握するための検査（以下「検査」という。）の実施者に、

検査を行うために必要な知識についての研修であって厚生労働大臣が定めるも

の（以下「厚生労働大臣が定める研修」という。）を修了した歯科医師及び公認

心理師を追加することとしたこと。 

 

２ 細部事項 

 厚生労働大臣が定める研修を修了した歯科医師又は公認心理師により検査を

実施する場合には、検査を受ける労働者の属する事業場の状況を日頃から把握し

ている者であることが望ましいこと。 

また、歯科医師については、労働衛生コンサルタントとして労働者のメンタル

ヘルスを含めた健康管理等に関与していることが望ましいこと。 

 

３ その他 

今般の省令改正を受け、次に掲げる公示及び通達について所要の改正を行った

こと。 

（１） 心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面

接指導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（平成27年４月15

日心理的な負担の程度を把握するための検査等指針公示第１号） 
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（２） 「労働安全衛生規則第52条の10第１項第３号の規定に基づき厚生労働大

臣が定める研修に係る具体的事項について」(平成27年５月１日基発第

0501第４号) 
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基発 0809 第２号 

平成 30 年８月９日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

労働安全衛生規則第 52 条の 10 第１項第３号の規定に基づき 

厚生労働大臣が定める研修に係る具体的事項について 

 

 労働安全衛生規則第 52 条の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大臣が定める研修

（平成 27 年厚生労働省告示第 251 号）に基づく、その実施について必要な事項について

は、「労働安全衛生規則第 52 条の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大臣が定める研

修に係る具体的事項について」（平成 27 年５月１日基発 0501 第４号）により示していると

ころであるが、今般、労働安全衛生規則の一部を改正する省令（平成 30 年厚生労働省令第

108 号）が平成 30 年８月９日に公布され、同日より施行されたことを受け、当該通達の一

部を別添のとおり改正するので、その周知を図る等、その運用に遺漏なきを期されたい。 

なお、改正後の当該通達の関係部分の抜粋を参考として添付するので、併せて参照され

たい。 

 

 



（別添） 

労働安全衛生規則第 52条の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大臣が定める研修に係る具体的事項について 新旧対照表 

 

改正後 現行 

労働安全衛生規則第 52条の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大

臣が定める研修に係る具体的事項について 

       

１ 第一号関係 

（１）（略） 

（２）研修の科目の一部又は全部免除 

 次の表の免除を受けることができる欄に掲げる者については、それぞ

れ同表の免除する科目の欄に掲げる科目の範囲で、研修の一部又は全部

を免除することができること。 

 

免除を受けることができる者 免除する科目 

衛生管理者免許を受けた者 労働者の健康管理 

労働衛生コンサルタント免許を受

けた者 

全部 

 

労働安全衛生規則第 52条の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大

臣が定める研修に係る具体的事項について 

       

１ 第一号関係 

（１）（略） 

（２）研修の科目の一部免除 

 次の表の免除を受けることができる欄に掲げる者については、それぞ

れ同表の免除する科目の欄に掲げる科目の範囲で、研修の一部を免除す

ることができること。 

 

免除を受けることができる者 免除する科目 

衛生管理者免許を受けた者 労働者の健康管理 

（新設） 
 

 



 

◎労働安全衛生規則第 52 の 10 第１項第３号の規定に基づき厚生労働大臣が定める研修に

係る具体的事項について（平成 27 年５月１日基発 0501 第４号）（抄） 

 

１ 第一号関係 

(1) 研修の科目の範囲等 

ア 研修は、次の表の科目の欄に掲げる研修科目に応じ、それぞれ同表の範囲の欄に掲

げる範囲について行われるものであること。 

科 目 範 囲 

労働者の健康管理 ・労働衛生関係法令 

・職場の労働衛生管理体制 

・産業医等産業保健スタッフの役割と職務 

・労働者の健康管理の基本的考え方 

・労働者の健康情報とその評価 

・労働者の健康情報の保護 

事業場におけるメンタ

ルヘルス対策 

・事業場におけるメンタルヘルス対策の基本的考え方 

・労働者のメンタルヘルス不調の予防と対応、職場復帰支援 

・職場のストレス要因と職場環境の改善 

事業場における労働者

の健康の保持増進を図

るための労働者個人及

び労働者の集団に対す

る支援の方法 

・職場における健康教育の知識と技法 

・労働者との面接の知識と技法 

・職場における労働者の集団への支援の知識と技法 

イ 研修の修了時に試験の実施等により研修の効果の確認を行うことが望ましいこと。 

ウ 研修を修了した者に対し、修了証を発行すること。 

(2) 研修の科目の一部又は全部免除 

  次の表の免除を受けることができる者の欄に掲げる者については、それぞれ同表の免

除する科目の欄に掲げる科目の範囲で、研修の一部又は全部を免除することができるこ

と。 

免除を受けることができる者 免除する科目 

衛生管理者免許を受けた者 労働者の健康管理 

労働衛生コンサルタント免許を受けた

者 

全部 

 

２ 第二号関係（研修の講師の要件） 

 研修を適切に行うため必要な能力を有する講師とは、次の表の科目の欄に掲げる科目

に応じ、それぞれ同表の条件の欄に掲げる条件に適合する者又はこれと同等以上の知識

経験を有する者であること。 

 

 



 

科 目 条 件 

労働者の健康管理 労働者の健康管理について医師、保健師又は労働衛生コン

サルタント（保健衛生区分に限る。）として３年以上の実務

経験を有する者 

事業場におけるメンタ

ルヘルス対策 

事業場におけるメンタルヘルス対策に関わる業務について

医師又は保健師として３年以上の実務経験を有する者 

事業場における労働者

の健康の保持増進を図

るための労働者個人及

び労働者の集団に対す

る支援の方法 

労働者の健康管理について医師又は保健師として３年以上

の実務経験を有する者 

 

 

３ 第三号関係（研修を実施した者による報告等） 

 研修を実施した者は、毎事業年度経過後３か月以内に、実施科目、講師名及びその要

件、実施回数並びに修了者数について、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課に

報告すること。 

 また、研修を実施した者は、修了者の氏名、生年月日、受講科目、講師名及び修了年

月日を記録した帳簿を備え、これを保存しておくこと。 

 


